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設置趣旨 (案) 

 

 

東日本大震災からの早期復興のリーディングプロジェクトとなる復興道路（三陸沿

岸道路等）は、未曾有の大規模プロジェクトであり、三陸沿岸地域からはその早期完

成が強く望まれております。 

東北地方整備局では、この大規模プロジェクトの早期完成のためには、新規事業

区間においていかに早く工事に着工できるかが鍵と考えております。このため、東北

地方整備局、岩手県、宮城県及び三陸道沿線自治体が総力を挙げて早期完成に向

けて取り組んではまいりますが、人的・時間的制約から、民間技術者の優れた技術と

経験を積極的に活用していくことがぜひとも必要と考えております。 

そこで、工事発注までのいわゆる川上業務を対象に官民がパートナーを組み、官

民双方の技術と経験を生かしながら効率的なマネジメントを行うことにより事業の促進

を図ろうとする「事業促進ＰＰＰ」について、初めての導入を検討しております。 

 施工を対象に官民連携してマネジメントを行うＣＭの実施事例はありますが、工事

着手前のマネジメントを民間技術者と協力して実施するのは初めての試みとなりま

す。 

 このため、事業促進ＰＰＰの契約方法、発注者と民間技術者の業務内容、発注者と

民間技術者の協力のあり方、さらには今後の活用に向けた改善点等について、建設

マネジメントに携わる有識者から指導・助言をいただくことにより、復興道路の早期完

成につなげることを目的に「事業促進ＰＰＰアドバイザー会議」を設置するものです。 

 

 

 


